
Ⅳ．学校法人運営の適正化について
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学校法人に対する指導・助言について

◆少子化の進展 【平成33年以降18才人口が急減】

◆大都市圏の学生集中 【地方間格差の拡大】

◆知識基盤社会やグローバル化への対応な
ど 【運営コスト増】

経営環境の変化

◆学校法人の経営者等による不正の発生
◆学校関係者間の争い
◆問題の高度化、複雑化

管理運営の問題

学校法人

専修
学校

・・・大学短大高校

文部科学省

日本私立学校振興・共済事業団

連携
（情報共有・意見交換）

指導・助言

活力ある人材の育成
基礎から応用にわたる

多様な先端的・独創的研究

地域社会から国際社会にわたる
未来社会の発展に資する多様な

活動等
地域社会や産業への貢献

私立大学等の振興

◆文部科学省設置法
第４条 文部科学省は、前条第１項の任務を達成するため、次に掲げる
事務をつかさどる。
29 文部科学大臣が所轄庁である学校法人についての認可及び認定
並びにその経営に関する指導及び助言に関すること。
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管理
運営面

財務面 教学面

学校法人経営に係る文部科学省の取組

◆ 学校法人運営調査

学校法人の管理運営の組織及びその活動状況、財務状況等について、実態を調査するとともに、必要な指導、助言を
行い、学校法人の健全な経営の確保に資することを目的とし、昭和59年より実施。 2020年までの間を「私立大学等経営
強化集中支援期間」と位置付け、平成27年度より制度の一層の充実を図っている。

・文部科学省組織規則（抄）（平成13年文部科学省令第１号）
第４５条 高等教育局に、科学官、視学委員及び学校法人運営調査委員を置くことができる。

４ 学校法人運営調査委員は、命を受けて、文部科学大臣が所轄庁である学校法人の経営について特に指定された事項に関する調査、指導及び助言に当た
る。

学校法人運営調査委員

指導・助言 指導・助言に対する
改善状況報告

＜書面審査、実地調査等を実施＞

対象：全文部科学省所轄学校法人
制度発足以来、延べ約１２００法人に調査を実施

各学校法人

経営状況の特に厳しい学校法人については、ヒアリングの実施や、経営改善計画（５カ年）の作成など、毎年度、
改善状況の報告を求めるとともに、経営状況が改善するまで個別に指導を継続。

一部法人◆経営状況の改善・指導

文科省

経営相談 等

経営改善計画の作成支援 等

私学事業団

経営改善計画の提出・報告 等

経営指導 等

学校法人

連携（情報共有・意見交換）

・H27より調査校数を拡充
年間30→50法人程度

2020年までに全学校法人の約半数に実施予定

※参考：委員構成

・私学理事（長）、学長／経験者

・ 弁護士 ・公認会計士

・研究者／教授 ・行政経験者

・民間経験者（マスコミ・ジャーナリスト等）

・H27より委員を増員
30→35名
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○定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分（法人全体）  　Ｈ27年度～

 

　　          ●教育活動資金収支差額

※教育活動資金収支差額および経常収支差額の「3か年」とは、一昨年度、昨年度の決算実績および今年度決算見込み3か年を指す

　　         ●外部負債 ＝ 借入金 ＋ 学校債 ＋ 未払金 ＋ 手形債務

　　         ●運用資産とは現金預金＋特定資産＋有価証券

　　         ●耐久年数とはあと何年で資金ショートするかを表わし、原則として修業年限を基準に設定（大学法人4年未満、短大法人2年未満、高校法人3年未満）

　　         ●修正前受金保有率 ＝ 運用資産 ÷ 前受金

　　         ●経常収支差額＝経常収入（教育活動収入計＋教育活動外収入計）－経常支出（教育活動支出計＋教育活動外支出計）

　　         ●積立率 ＝ 運用資産　÷　要積立額（減価償却累計額＋退職給与引当金＋２号基本金＋３号基本金）

耐久年数により

3つに区分
4年未満
4～10年
10年以上

耐久年数により

3つに区分
4年未満
4～10年
10年以上

教育活動資金収支差額が
3か年のうち2か年以上赤字である（※）

耐久年数により
3つに区分

4年未満
4～10年
10年以上

経常収支差額が
3か年のうち2か年以上赤字である

積立率が100％未満か

Ｂ２Ｂ３Ｂ４ Ａ３ Ａ２

はい いいえ

いいえはい

いいえはい

いいえ
はい

いいえ

はい

1

３

調整勘定等

Ｄ1

教育活動資金収支差額
一般に学校法人の破綻は資金ショートにより起こると考えられるため、経営悪化の兆
候を早期に発見し、経営破綻を防止するためには、1年間の経常的な教育研究活動
の結果として現金が生み出せるかが重要になる。

運用資産は十分か、外部負債は返済可能な額か
教育活動資金収支差額が赤字の時は、過去の蓄積である運用資産を取り
崩すこととなる。特に多額の外部負債がある場合には将来的に返済可能な
額かが問題にある。黒字の時でも、外部負債が過大であれば同様の問題が
ある。また、期末の運用資産が少なすぎる場合もリスクが大きい。

経常収支差額
経常収支差額が黒字でなければ自己資本を取り崩すことになるため正常状態とはい
えない。また経常収支差額が黒字であっても、基本金組入相当の黒字が生じていなけ
れば経常収支は均衡しないため黒字幅で２つに区分した。

正常状態
イエローゾーン
の予備的段階

Ｂ０

Ａ３

Ａ２

1

２ ３ ４ ５

教育活動資金収支差額黒字

外部負債超過 運用資産超過

経常収支均衡

経常収支10％

教育活動資金収支差額赤字

黒字幅が10％未満か

Ａ１

はい いいえ

７

積立率
減価償却累計額等の要積立額に対して運用資産の蓄積が十分になされているか。

Ａ１

－
人件費支出＋教育研究経費支出

＋ 管理経費支出

学納金収入＋ 手数料収入＋特別寄付金収入（施設
設備除く）＋一般寄付金収入＋経常費等補助金収入

（施設設備除く）＋付随事業収入＋雑収入

【教育活動資金収入】 【教育活動資金支出】

＋

外部負債を約定年数又は
10年以内に返済できない外部負債と運用資産を比較して

外部負債が超過している

２

Ｄ2Ｄ3

修正前受金保有率100％未満
５

いいえ

Ｂ１

はい

７

Ｂ０

レッドゾーン

Ｄ3

Ｂ２

Ｂ３

Ｂ

１

Ｃ３ Ｃ２ Ｃ1

４

６

６

8

Ｃ1

Ｃ3

Ｂ４

Ｄ1

Ｄ2 Ｃ2

イエローゾーン

8

３ ３
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近年の学校法人運営調査における主な指摘事項（１）

51

大項目 中項目 指導・助言事項（その他意見含む）

監事による教学面を含めた業務監査の充実

監事の監査を支援するための事務体制の整備

役員退職金支給規程の整備

役員報酬規程の整備

役員報酬規程において、支給額の算定方法を明確にすること

評議員会における評議員の出席率の改善

理事会における理事の出席率の改善

理事会・評議員会の欠席時に意思表示を行うことのできる書面に改めること

理事の欠員補充

評議員の欠員補充

理事・評議員の選任手続きを適切に行うこと

文部科学大臣に対する役員変更届出を速やかに行うこと

会計年度終了後2月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書、監査報告書の作成及び備え
付け

学校法人設立時の財産目録の備え付け

学校法人会計基準の改正を踏まえた規程の見直し・改正

諸規程の整備

　・情報公開に関する規程

　・公益通報に関する規程

管
理
運
営
組
織

理事/評議員

役員報酬

監事

理事会
/評議員会

規程

備え付け
/届出



近年の学校法人運営調査における主な指摘事項（２）
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大項目 中項目 指導・助言事項（その他意見含む）

資産運用に関する規程の整備

資産運用に関する規程の見直しを含め、適切な改善を図ること

収益事業 収益事業の再回答その在り方について法人内で検討し、必要に応じて寄附行為の変更を検討すること

基本金 基本金の組入処理は、組入計画に基づき正しく行うこと

予算 予算について適切な会計処理を行うこと

経営改善計画 経営改善計画の作成及び着実な実施等による経営基盤の安定確保

設置する学校の学生確保に向けた対応策を立案し着実に実施

定員の見直しの検討

定員管理の適正化、定員超過の改善

中長期計画 中長期計画の作成及び着実な実施

教員補充 専任教員の補充

FD 大学全体としてファカルティ・ディベロップメント（FD)活動の実質化

教育体制の配慮 募集停止をした学校（学科）において、学生の教育に支障が生じないよう教育体制の維持に配慮

資産運用

財
務

教
学

学生確保
／定員管理



53平成26年2月12日 中央教育審議会大学分科会 「大学のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）



学校法人経営と教学組織

○ 学校教育法における教授会の役割（第九十三条関係）

○ 学校法人理事会と教学組織

• 教授会は、学長が教育研究に関する重要な事項について決定を行うに当たり意見を述べ
ることとする。

• 教授会は、学長及び学部長等がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び
学長及び学部長等の求めに応じ、意見を述べることができることとする。

• 理事会は、学校法人の経営に対して最終的な責任を負う。

• 理事会が教育研究に関する事項について、教学組織の意向を十分に尊重することも必
要。
（特に、学生の入学・卒業の審査、学位授与の審査、教員の研究業績の審査等）

• 経営事項と教学事項の調整の仕組み
※ 学長だけでなく、副学長や学部長を理事とするなど理事会の構成の工夫
※ 理事会と大学執行部との定期的な意見交換など

54

（中央教育審議会大学分科会「大学のガバナンス改革の推進について（審議まとめ）」より）



趣 旨

概 要

施行期日

１．学校教育法の一部改正

＜副学長の職務について＞第９２条第４項関係

・副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどることとする

＜教授会の役割について＞第９３条関係

・教授会は、学長が教育研究に関する重要な事項について決定を行うに当たり意見を述べることとする

・教授会は、学長及び学部長等がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長及び学部長等の求めに応じ、意見を
述べることができることとする

２．国立大学法人法の一部改正

＜学長選考の基準・結果等の公表について＞第１２条関係

・学長選考会議は学長選考の基準を定めることとする

・国立大学法人は、学長選考の基準、学長選考の結果その他文部科学省令で定める事項を、遅滞なく公表しなければならないこと
とする

＜経営協議会＞第２０条第３項、第２７条第３項関係

・国立大学法人等の経営協議会の委員の過半数を学外委員とする

＜教育研究評議会＞第２１条第３項関係

・国立大学法人の教育研究評議会について、教育研究に関する校務をつかさどる副学長を評議員とする

＜その他＞附則関係

・新法の施行の状況、国立大学法人を取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、学長選考会議の構成その他国立大学法人の組織及び運営
に関する制度について検討を加え、必要があると認めるときは、所要の措置を講ずる

平成２７年４月１日

大学運営における学長のリーダーシップの確立等のガバナンス改革を促進するため、副学長・教授会等
の職や組織の規定を見直すとともに、国立大学法人の学長選考の透明化等を図るための措置を講ずる。

学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律について（概要）
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26高私参第9号
平成27年3月31日

文部科学省高等教育局私学部参事官 通知

学校法人における寄付金等及び教材料等の取扱いの適正確保について（通知）

保護者等関係者からの寄付金等の取扱いについては、平成14年10月1日付け文科高第454号文部科学事務次官通知「私
立大学における入学者選抜の公正確保等について」により、お知らせしているところです。

各学校法人においては、適切に会計処理が行われていることと存じますが、今般、一部の学校法人において、教育研
究に直接必要な経費に充てられるべき寄付金及び保護者等から徴収している教材料等について、不適切な取扱いが行わ
れているという事態が発生しました。

ついては、上記通知の趣旨を再度御理解いただき、学校法人が保護者等関係者から教育研究に直接必要な経費に充て
るために受け入れた寄付金等は、すべて学校法人が直接処理し、学校法人会計の外で経理することなどがないよう、改
めてお願いいたします。

また、教材料等の取扱いについても学校法人会計基準の趣旨にのっとって適切に処理されるようお願いいたします。

あわせて、新学校法人会計基準が平成27年4月1日から適用となることも踏まえ、従来からの慣行にとらわれることな
く、会計処理の全般にわたり、必要に応じて点検や改善を行うほか、内部監査機能を強化するなど経理の適正を期すよ
うお願いいたします。

学校法人における寄付金等及び教材料等の適正確保について（１）
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学校法人における寄付金等及び教材料等の適正確保について（２）

27高私参第13号
平成27年12月24日

文部科学省高等教育局私学部参事官 通知

学校法人における会計処理等の適正確保について（通知）

学校法人の教育研究に直接必要な経費に充てられるべき寄付金及び保護者等から徴収している教材料等の取扱いについては、
平成27年3月31日付け26高私参第9号文部科学省高等教育局私学部参事官通知「学校法人における寄付金等及び教材料等の取扱い
の適正確保について」により、お示ししているところです。

今般、学校法人や私立学校の諸活動に対して、在学生保護者等関係者に対し負担を求めているものに係る会計処理の実態を把
握するための調査を実施したところですが、各学校法人におかれては調査に御協力いただきありがとうございました。

調査結果については、別添のとおりですので、各学校法人におかれては、下記の事項に留意し、必要に応じて取扱いの見直し
を行うなど、今後とも会計処理等について適正を期すようお願いします。

記

１．学校法人に対して、在学生保護者等関係者から支払われる金銭等については、学校法人会計基準の趣旨にのっ
とり、学校法人が管理する会計帳簿に適切に記載すること。なお、会計帳簿に記載すべきかどうかについては、
収受した金銭の徴収根拠や契約の実態について個別に精査した上で判断すること。

２．教職員等が実費や経過的な金銭を徴収する場合であっても、学校法人が収受した金銭であることから、学校法
人の責任において適切な会計処理を行うこと。

３．学校法人において適切な管理がなされない場合、紛失、盗難、使途不明又は担当者等による私的流用等の不適
切な取扱いが生じるおそれがあるため、管理体制を確立すること。
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平成26年４月 私立学校法改正の概要（私学法60条、63条関係）

（１）所轄庁による必要な措置命令等の規定の整備（第60条関係）
①学校法人が法令の規定に違反したとき等に所轄庁が必要な措置をとるべきことを命ずることができる。
②学校法人が措置命令に従わないときは、役員の解任を勧告することができる。
③措置命令や役員の解任勧告を行う場合には、所轄庁は、あらかじめ私立学校審議会等の意見を聴かなければならない。

（２）報告及び検査の規定の整備（第63条関係）
所轄庁は、この法律の施行に必要な限度において、学校法人に対し業務・財産の状況について報告を求め、又は学校法人の
事務所等に立ち入り、検査することができる。

（３）忠実義務規定の明確化（第40条の２関係）
学校法人の理事は、法令及び寄附行為を遵守し、学校法人のため忠実に職務を行わなければならないことを規定。

２．概 要

私立学校の自主性を尊重しつつ、私学全体に対する不信感につながるような異例な事態に所轄庁が適切に対応するための
仕組みを整備。

学校法人の運営が法令等に違反している・著しく不適正な状態に陥っている

理事の忠実義務

学生保護

運営改善

違反の事実等を確認

私立学校審議会等からの意見聴取

報告徴収・立入検査

措置命令

（例） ○運営の改善のための措置

役員の解任勧告

○措置命令に従わない場合に役員の解任勧告

解散命令

赤字の措置を新たに設け異例の
事態に適切に対応

行政庁又は私立学校審議会等による弁明の機会の付与

４．施行期日 平成26年4月2日

１．趣 旨

３．改正イメージ
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Ⅴ．その他
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平成１７年以降の高等教育改革の動向①

平成１７年
・ １月 我が国の高等教育の将来像（答申）

・１８歳人口は約１２０万人の規模で推移
・大学や学部等の設置に関する抑制方針が基本的に撤廃

「高等教育計画の策定と各種規制」の時代から
「将来像の提示と政策提案」の時代への移行

○新時代の高等教育は、全体として多様化して学習者の様々な需要に適確に対応するため、学校種（大学・
短大、高専、専門学校）ごとの役割・機能を踏まえた教育・研究の展開と相互の接続や連携の促進を図ると
ともに、各学校ごとの個性・特色を一層明確化する方向。

○各大学は、自らの選択により、緩やかに機能別に分化。（個性・特色の表れ）

・ ７月 学校教育法の改正
大学の教員組織の整備（准教授、助教）

・ 同月 学位規則等の改正
短期大学士の学位授与

・ ９月 高等専門学校設置基準の改正
演習・実習等の学修形態に応じた授業時間数の設定

・ 同月 新時代の大学院教育（答申）

・ 同月 専修学校の専門課程（４年以上）の修了者に対する高度専門士の称号の付与（告示）

・ 同月 専修学校の専門課程（４年以上）の修了者に対する大学院入学資格の付与
（告示）

平成１８年
・ ３月 大学院教育振興施策要綱（文部科学省決定）

・ １２月 教育基本法の改正
大学に関する条文の新設

平成１９年
・ ３月 専門職大学院設置基準の改正

教職大学院の創設

・ ７月 大学設置基準の改正
教育研究上の目的の公表やシラバス、成績評価基準の明示等

・ １２月 大学院設置基準の改正
博士課程標準修業年限の弾力化
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平成１７年以降の高等教育改革の動向②

平成２０年
・ ７月 教育振興基本計画（閣議決定）

・ １１月 大学設置基準等の改正
共同教育課程

・ １２月 学士課程教育の構築に向けて（答申）
学士力の提唱

・ 同月 高等専門学校教育の充実について（答申）

平成２１～２２年
・ 中長期的な大学教育の在り方に関する報告（第１次～第４次）

平成２２年
・ ２月 大学設置基準及び短期大学設置基準の改正

大学におけるキャリアガイダンスの制度化

・ ６月 学校教育法施行規則等の改正
教育情報の公表

平成２３年
・ １月 今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答申）

・ 同月 グローバル化社会の大学院教育（答申）

・ ３月 第２次大学院教育振興施策要綱（文部科学大臣決定）

・ ４月 博士課程教育リーディングプログラム創設

・ 同月 学校教育法施行規則等の改正
教育情報の公表

平成２４年
・ ３月 大学院設置基準の改正

博士論文研究基礎力審査（ＱＥ）の導入

・ ４月 学校教育法施行規則及び専修学校設置基準の改正
専修学校における単位制・通信制の制度化

・ ６月 大学改革実行プラン

・ ８月 新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて（答申）
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平成１７年以降の高等教育改革の動向③

平成２５年
・ ４月 地（知）の拠点大学（ＣＯＣ）の推進支援開始

・ ５月 これからの大学教育等の在り方について（教育再生実行会議 第三次提言）

・ ６月 第２期教育振興基本計画（閣議決定）

・ ８月 専修学校の専門課程における「職業実践専門課程」制度の創設（告示）

・ １０月 高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方について（教
育再生実行会議 第四次提言）

・ １１月 国立大学改革プラン

平成２６年
・ ２月 大学のガバナンス改革の推進について（審議まとめ）

・ ３月 大学通信教育設置基準の改正
インターネット等を利用して教室以外の場所のみにおいて授業を履修させる場合の基準

・ ４月 私立学校法の改正
私学全体に対する不信感につながる異例な事態に所轄庁が適切に対応するための仕組

み

・ 同月 スーパーグローバル大学創成支援事業創設

・ ６月 学校教育法及び国立大学法人法の改正
副学長・教授会等の職や組織の規定の見直し、国立大学法人の学長選考の透明化等

・ ７月 「今後の学制等の在り方について」教育再生実行会議 （第五次提言）
実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関を制度化

・ ８月 短期大学の今後の在り方について（審議まとめ）

・ 同月 トビタテ！留学JAPAN 日本代表プログラム開始

・ １１月 大学設置基準等の改正
国際連携教育課程（ＪＤ）制度の創設

・ １２月 新しい時代にふさわしい高大接続改革の実現に向けた高等学校教育、大
学教育、大学入学者選抜の一体的改革について（答申）

平成２７年
・ ６月 国立大学経営力戦略

・ 同月 大学等における職業実践力育成プログラムの認定に関する規程（告示）

・ ９月 未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）
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平成１７年以降の高等教育改革の動向④

平成２８年
・ ３月 高等専門学校の充実について

・ 同月 学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令の改正
認証評価制度の改善

・ 同月 学校教育法施行規則の改正
「三つの方針」の策定・公表の義務付け

・ 同月 高大接続システム改革会議「最終報告」

・ 同月 第３次大学院教育振興施策要綱（文部科学大臣決定）

・ ４月 国立大学法人運営費交付金 ３つの重点支援の枠組み

・ 同月 「卓越大学院（仮称）」構想に関する基本的な考え方について

・ ５月 個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現するための教育の多様化と
質保証のあり方について（答申）

（【第一部】社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い専門職業人養成のための新たな高等教育機関
の制度化について）

・ 同月 国立大学法人法の改正
指定国立大学法人制度を創設、国立大学法人等の資産の有効活用を図るための措置を実施

・ ８月 専門職大学院を中核とした高度専門職業人養成機能の充実・強化方策について（報告）
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教育再生実行会議

第5次提言（H26.7.3）
・社会経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い職業人を育成するとと
もに、専門高校卒業者の進学機会や社会人の学び直しの機会の拡大に資
するため、国は、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関を制度化す
る。

第6次提言（H27.3.4）
・第5次提言で述べた実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度
化が地域の職業人育成に大きな効果をもたらすことが期待できることから、
その実現に向けた取組を推進する。

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化について

【基本的方向性】
○ 新機関は、大学体系の中に位置付け、学位授与機関とす
ることを基本とする

（国際的・国内的通用性の確保の重要性や、 高等教育体系の多様
化の促進のため大学・短大・質の高い専門職業人養成を行う専門学
校が移行しうる仕組とする必要性等を勘案）

64

中央教育審議会
諮問（H27.4.14）
「個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について」

※社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い職業人の育成（新たな高等教育機関の制度化）について、審議を要請。

■ 総会直属の特別部会を設置して審議 （実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化に関する特別部会）

「日本再興戦略」2016 （H28.6.2閣議決定）

・・・平成31 年度の開学に向け、・・・今年中を目途に所要の法的措置を講ずることを目指す。更に、法案成立後速やかに、新たな時代に即した設置基準を整備す
る。

実践的な職業教育を行う高等教育機関の制度化を進める。

経済財政運営と改革の基本方針2016 （H28.6.2閣議決定）

答申（H28.5.30）
「社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い専門職業人養成のための新たな高等教育機関の制度化について」

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の
制度化に関する有識者会議

（H26.10より開催 H27.3審議のまとめ）
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学校教育法の一部を改正する法律の概要
【「専門職大学」「専門職短期大学」の制度化について】

平成３１年４月１日

大学制度の中に位置付けられ、専門職業人の養成を目的とする新たな高等教育機関として、「専門職大学」及び「専門職短期大学」の制度を設け
る。

《法制度の概要》

１ 目的等
①機関の目的

・ 深く専門の学芸を教授研究し、専門職を担うための実践的かつ応用的な能力を育成・展開することを目的とする。
→ ＊実習等の強化(卒業単位の概ね３～４割以上。長期の企業内実習等）

＊ 実務家教員の積極的任用（必要専任教員数の概ね４割以上）

②学位の授与
・ 課程修了者には、文部科学大臣が定める学位を授与する。

→  ＊｢学士（専門職）｣又は｢短期大学士（専門職）｣を授与

２ 社会のニーズへの即応

①産業界等との連携
・ 専門職大学等は、文部科学大臣の定めるところにより、専門性が求められる職業に関連する事業を行う者等の協力を得て、教育課程を編成・実施し、及び教員
の資質向上を図る。

→ ＊産業界等と連携した教育課程の開発・編成・実施のための体制整備（「教育課程連携協議会」）

②認証評価における分野別評価
・ 専門職大学等の認証評価においては、専門分野の特性に応じた評価を受ける。

→ ＊産業界等と連携した認証評価の体制整備

３ 社会人が学びやすい仕組み
①前期・後期の課程区分

・ 専門職大学（４年制）の課程は、前期（２年又は３年）及び後期（２年又は１年）に区分できる。

②修業年限の通算

・ 実務の経験を有する者が入学する場合には、文部科学大臣の定めにより、当該実務経験を通じた能力の修得を勘案して、一定期間を修業年限に通算できる。

→ 法改正の後、設置基準(省令)等により詳細を規定する予定 [＊印 ]

理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材 ＋ 変化に対応しつつ、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材 ＋ 変化に対応しつつ、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材

今後の成長分野を見据え、新たに養成すべき専門職業人材

《例》

豊かな

創造力
高度な

実践力

【観光分野】：適確な接客サービスに加えて、サービスの向上や旅行プランの開発を企画し、実行できる人材
【農業分野】：質の高い農産物の生産に加えて、直売、加工品開発等も手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導できる人材
【情報分野】：プログラマーやデザイナーとしての実践力に加えて、他の職業分野と連携し、新たな企画構想を商品化できる人材 など

○ 「第四次産業革命」の進展と国際競争の激化に伴い、産業構造が急速に転換する中、優れた専門技能等をもって、新たな価値を創造することができる専門職業人材の養成が急務。

施行期日

高等専門職業教育の新たな枠組みにより、社会の変化に対応しつつ、人材養成の強化を図る。

趣旨・背景

概 要
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理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材

変化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材

理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材

変化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材

実践的な職業教育にふさわしい教育条件の整備高等教育としての質保証国際通用性の担保

経済社会の状況

大学・短大 専門学校

背

景

今後の成長分野を見据え、新たに養成すべき専門職業人材

○産業構造の急激な転換第四次産業革命、国際競争の激化）
→職業の盛衰のサイクルの短期化、予測の困難化

○就業構造の変化
→ジョブ型雇用へのシフト、企業内教育訓練の縮小

○少子･高齢化の進展、生産年齢人口の減少
→労働生産性向上に向けた要請

高度な
実践力

豊かな

創造力

独自の基準の設定

○ 幅広い教養や、学術研究
の成果に基づく知識・理論
とその応用の教育

○ 幅広い教養や、学術研究
の成果に基づく知識・理論
とその応用の教育

○特定職種の実務に直接
必要となる知識や技能の教育

○特定職種の実務に直接
必要となる知識や技能の教育

豊かな

創造力

高度な

実践力
＋

【観光分野】：適確な接客サービスに加えて、サービスの向上や
旅行プランの開発を企画し、実行できる人材

【農業分野】：質の高い農産物の生産に加えて、直売、加工品開発等も
手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導できる人材

【情報分野】：プログラマーやデザイナーとしての実践力に加えて、
他の職業分野と連携し、新たな企画構想を商品化できる人材 など

かつ

高等教育をめぐる状況

新しいタイプの人材育成
の強化が急務

新しいタイプの人材育成
の強化が急務

○高等教育進学率の上昇（大学教育のユニバーサル化）
→学生の資質やニーズの多様化（大学の機能別分化の必要性）

○産業界等のニーズとのミスマッチ
→より実践的な教育へのニーズ、社会人の学び直しニーズへの対応

○より積極的な社会貢献への期待と要請

→変化の激しい社会に対応した人材、成長分野を担う人材の育成

【教育内容 】 【修業年限】

【学 位】

【教 員】

【学生受入】 【学部等設置】

制 度 設 計

・ 「実践力」と「創造力」を育む教育課程
・ 産業界等と連携した教育課程の開発・編成・実施
・ 実習等の強化（卒業単位の概ね３～４割以上、長期の企業内実習等）

・ 実務家教員を積極的に任用（必要専任教員数の４割以上）
※専任実務家教員の必要数の半数以上は、研究能力を併せ有する実務家教員

・ 社会人、専門高校卒業生など多様な学生の受入れ
※ 社会人も学びやすい柔軟な履修形態
※ 短期の学修成果の積み上げによる学位取得等も促進

・ ４年（大学相当）、 ２年又は３年（短期大学相当）
※ ４年制の課程については、前期・後期の区分制の導入も可

・ ４年制修了者には、「学士（専門職）」を授与
・ ２・３年制修了者、４年制前期修了者には、「短期大学士（専門職）」

を授与

・ 大学・短期大学における「専門職学部・学科」も制度化

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化
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③今後の高等教育全体の規模も視野に入れ
た、地域における質の高い高等教育機会
の確保の在り方

我が国の高等教育に関する将来構想について（諮問）（平成29年3月6日）【概要】

・「第４次産業革命」は既存の産業構造，就業構造、さらには人々の生活を一変させる可能性

・本格的な人口減少社会の到来により、高等教育機関への主たる進学者である18歳人口も大きく減少
（2005年：約137万人 → 2016年：約119万人 → 2030年：約100万人 → 2040年：約80万人）

１．高等教育の将来構想を検討する必要性

・今後、一人一人の実りある生涯と我が国社会の持続的な成長・発展、人類社会の調和ある発展のためには、人材育成と知的創造活
動の中核である高等教育機関が一層重要な役割を果たす必要

・その際、新たな知識・技能を習得するだけでなく、学んだ知識・技能を実践・応用する力、さらには自ら問題の発見・解決に取り組む力
を育成することが特に重要

・自主的・自律的に考え、また、多様な他者と協働しながら、新たなモノやサービスを生み出し、社会に新たな価値を創造し、より豊かな
社会を形成することのできる人を育てていくことが必要

社会経済の大きな変化

高等教育機関の果たすべき役割

２．主な検討事項

①各高等教育機関の機能の強化
に向け早急に取組むべき方策

第8期中央教育審議会大学分科会
における「論点整理」を踏まえ、以下
のような事項を中心に検討

・教育課程や教育方法の改善

・学修に関する評価の厳格化

・社会人学生の受入れ

・他機関と連携した教育の高度化

②変化への対応や価値の創造等を実
現するための学修の質の向上に向
けた制度等の在り方

・「学位プログラム」の位置付け、学生と教
員の比率の改善などについて、設置基
準、設置審査、認証評価、情報公開の在
り方を含め総合的、抜本的に検討

・学位等の国際的な通用性の確保、外国
人留学生の受入れ・日本人学生の海外
留学の促進、効果的な運営のための高
等教育機関間の連携

・今後の高等教育全体の規模も視野に入れつ
つ、地域における質の高い高等教育機会を確
保するための抜本的な構造改革について検討
（例えば、高等教育機関間、高等教育機関と地
方自治体・産業界との連携の強化など）

・分野別・産業別の人材育成の需要の状況を十
分に考慮するとともに、国公私立の役割分担
の在り方や設置者の枠を超えた連携・統合等
の可能性なども念頭に検討

④高等教育の改革を支える支援方策

※「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）」に盛り込まれている地方大学の振興等の在り方にも留意しながら検討

・①～③を踏まえた、教育研究を支える基盤的経費、競争的資金の充実、その配分の在り方の検討
・学生への経済的支援の充実など教育費負担の在り方の検討

高等教育機関が求められる役割を真に果たすことができるよう、これまでの政策の成果と課題について検証するとともに、高等教育を取り巻
く状況の変化も踏まえて、これからの時代の高等教育の将来構想について総合的な検討を行う
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高等学校教育・大学教育・大学入学者選抜の一体的改革（骨子）

◆ 入学者受入の方針のほか、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、卒
業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）の一体的策定・公表と、カリキュラム･マ
ネジメントの確立。認証評価制度の改革。
◆ アクティブ・ラーニングへと質的に転換。

① 高等学校教育改革

③ 大学教育改革

② 大学入学者選抜改革

◆ 学習指導要領の抜本的見直し、アクティブ・ラーニングの視点からの学習・指
導方法の改善。

◆ 生徒の学習意欲の喚起・学習改善を図るとともに、指導改善等に生かすことに
より、高校教育の質の維持・向上を図るため、「高等学校基礎学力テスト（仮
称）」を導入。

◆ 各大学の個別選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の明確
化と、その内容の入学者選抜方法への具現化を通じて、多面的な選抜方法を
とるものに改善。

◆ 知識・技能を十分有しているかの評価も行いつつ、「思考力・判断力・表現力」
を中心に評価する「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」を導入。

68



三つの方針の策定・公表に関する省令改正三つの方針の策定・公表に関する省令改正

・生涯学び続け、主体的に考える力を持ち、未来を切り拓いていく人材を育成する大学教育の実現

・大学教育の「入口」から「出口」までを一貫したものとして構築し、高等学校や産業界をはじめ広く社会に発信
大学教育の充実に向けた
PDCAサイクルの確立

各大学の教育理念を踏まえ、
一貫性あるものとして策定

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
学生が身に付けるべき資質・能力の明確化

＜PDCAサイクルの起点＞

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）
体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程編成、

教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）
入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

≪学校教育法施行規則の改正≫
全ての大学等において、以下の三つの方針を一貫性あるものとして策定し、公表するものとする。

①卒業認定・学位授与の方針、②教育課程編成・実施の方針、③入学者受入れの方針
（平成28年3月31日改正、平成29年４月１日施行）

大学教育の
質的転換

各大学の建学の精神や強み・特色等を踏まえた自主的・自律的な三つの方針の策定と運用の参考指針

≪三つの方針の策定及び運用に関するガイドライン≫

（主な内容）
・ 三つのポリシーの策定単位は、学位プログラム（授与される学位の専攻分野ごとの入学から卒業までの課程）を基本に、各大学が適切に

判断。

・ 各大学において、

①卒業までに学生が身に付けるべき資質・能力を示すディプロマ・ポリシーと、それを達成するための教育課程の編成・実施の在り方を

示すカリキュラム・ポリシー、②これら二つのポリシーを踏まえて学生を受け入れるためのアドミッション・ポリシーを、それぞれ策定。

・ 三つのポリシーに基づく大学教育の諸活動を実施するとともに、その結果の自己点検・評価とそれを踏まえた改善に取り組み、大学教育

の内部質保証システムを確立。

・ 三つのポリシーとそれに基づく教育の実績等を分かりやすく積極的に情報公開することで、高校の進路指導を改善するとともに、産業界か

らの理解を得て連携を強化。

（平成28年3月31日 中央教育審議会大学分科会大学教育部会）
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小中学校等 高等学校、大学等進学 大学、高等専門学校、専修学校等 就職 社会人

【KPI（例）】
○ 地方における自県内大

学進学者 の割合を平均
36％まで向上（平成25年
度全国平均32.9％）

○ 地方における雇用環境の改善を前提

に、新規学卒者の就職時における県
内就職の割合を平均80％まで向上（平
成24年度全国平均71.9％）

○ 地域に誇りを持つ教育の推進
○ 全学校で学校・地域との

連携・協働体制を構築

○ 地域の企業等との
共同研究数を7,800
件まで高める（平成
23年度5,762件）

○ 各事業において、地方公共
団体や企業等による地元貢
献度への満足度80%以上を
実現する。

○「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」を実施、地域社会と連携した課題解決に取り組む大学を評価・支援
○国立大学において地域活性化の中核拠点としての機能等の強化を図る取り組みを推進
○私立大学等において経営改革や教育研究改革を通じて地域発展に貢献する取組を推進

地方大学等の地域貢献に対する評価とその取組の推進による地域貢献の活性化

１．知の拠点としての地方大学強化プラン

２．地元学生定着促進プラン

３．地域人材育成プラン

地方大学等創生５か年戦略

地方大学等創生５か年戦略（まち・ひと・しごと総合戦略）

○「国立大学の機能強化」
○「人口減少の克服に向けた私立大学等の教育研究

基盤強化」
○「地(知)の拠点大学による地方創生推進事業」

○「学校を核とした地域力強化プラン」
○奨学金（地方創生枠等）を活用した大学生等
の地元定着等

○「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール」
○「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」
○「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」
○「我が国の研究開発力を駆動力とした地方創生ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ」

大学進学時、大学卒業時の地方からの人口流出の低減、都市部の学生の地方就職の促進

○奨学金（地方創生枠等）を活用した大学生等の地元定着や地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に向けた取組を推進。
○地方の学生が都市部の大学の授業を受けられるようＩＣＴの活用を推進。
○大都市圏、なかんずく東京圏の大学等における入学定員超過の適正化について、資源配分の在り方等を検討し、成案を得る。
○地域に誇りを持つ教育の推進、学校を核とした地域活性化

地方産業の振興を担い、地方課題の解決に貢献する人材を輩出。地域でグローバルな視点を持った人材が活躍。

○大学等における地域産業を担う高度な地域人材を育成
○高等専門学校、専修学校、専門高校をはじめとする高等学校における専門的職業人材の育成を推進
○地域におけるグローバルリーダー育成（「トビタテ！留学JAPAN 日本代表プログラム」等）
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地方創生に資する大学改革に向けた中間報告 ポイント

地方大学の振興、東京における大学の新増設の抑制
及び地方移転の促進、地方における雇用創出及び若
者の就業支援等についての緊急かつ抜本的な対策に
向けた検討の方向をとりまとめ

１．地方大学の振興
問題認識

・地方大学は「総花主義」、「平均点主義」から脱却
し、「特色」を出した大学へ改革

取組の方向性

・首長のリーダーシップの下、産官学の推進体制を
構築し、地域の中核的産業の振興と専門人材育成
に本気で取り組む優れたプロジェクトを全面的に支
援

２．東京の大学の新増設の抑制、地方移転

問題認識

取組の方向性

３．地方における雇用創出及び若者の就職の促進
・ 国・地方は、奨学金返還支援制度の全国展開、インターンシップの推進、企業の地方移転等を促進

・ 経済界は、企業の本社機能移転、地方採用枠の導入、地域限定社員制度の導入等に取り組むことを期待

・地方を担う多様な人材を育成
・産官学連携による地域の中核的な
産業の振興を促進

・東京圏への人口の過度の集中を是正

◆富山県
産学官コンソーシアムを組成し、バイオ医薬品等
の研究開発
◆北九州市
理工系の国公私立大学が同一キャンパスに集積
し、介護ロボット等の共同研究を実施

富山県薬事研究所

取組事例
（文部科学省「学校基本統計」をもとに作成）

・今後、18歳人口が大幅
に減少する中、学生の
過度の東京への集中は、
地方大学の経営悪化や
東京圏周縁地域からの
大学撤退等が懸念

・東京23区の大学の定員増を認めないこととする。
（総定員の範囲内で、既存の学部・学科の改廃により、新た

な学部・学科の設置や社会人・留学生の受入れは可）

・地方へのサテライトキャンパスの設置を推進

平成29年5月22日 地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議
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・地方創生関係交付金
・企業版ふるさと納税

まち・ひと・しごと創生基本方針2017 ー主なポイントー

ローカル・アベノミクス
の一層の推進

東京一極集中の是正

東京圏における医療・介護
問題・少子化問題への対応

・地域資源を活用した「しごと」づくり
・空き店舗、遊休農地、古民家等の遊休資産の活用
・地域の未来につながる地域経済牽引事業への投資の促進
・近未来技術等の実装、新しい生活産業の実装の推進

・高齢化に伴い増大する医療・介護ニーズへの対応
・少子化対策における「地域アプローチ」の推進

「地方創生版・三本の矢」「自助の精神」をもって意欲的に取り組む自治体を積極的に支援

１．地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
２．地方への新しいひとの流れをつくる
３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する

地方創生の更なる深化に
向けた政策の推進
（政策パッケージ）

・地方創生に資する大学改革
・地方創生インターンシップの推進
・生涯活躍のまち（日本版CCRC）
・地方への企業の本社移転の促進
・政府関係機関の地方移転
・中央省庁のサテライトオフィスの検討
・地方生活の魅力の発信等（ライフスタイルの見つめ直し）

情報支援の矢 人材支援の矢 財政支援の矢

・公務員等の市町村派遣
・地方創生カレッジ

・地域経済分析システム
（RESAS）

アベノミクスを浸透させるため、地方の「平均所得の向上」を目指す
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(1) 地方大学の振興 (2) 東京の大学の新増設の抑制、地方移転

(3) 若者の雇用機会の創出

文部科学省「学校基本統計」をもとに作成

○首長の強力なリーダーシップの下、組織レベ

ルでの持続可能な産官学連携体制の構築。

○地方大学が、産官学の連携の下、地域の中核

的な産業の振興と専門人材育成等の振興計画

であって、地方版総合戦略に位置付けられた

ものを策定する場合、モデルとなる先進的な

取組に対して、重点的に支援。

○地方大学と東京圏の大学や研究開発法人との連

携を推進。

○東京圏の大学による地方のサテライトキャン

パスの設置（廃校舎等の活用を含む）を推進。

○国・地方：地方企業等に就職した者の奨学金返還支援制度の全国展開、地方創生インターンシップ、

地方拠点強化の加速策等

○経済界：企業の本社機能移転、地方採用の拡大(本社一括採用の変更)、地域限定社員制度の導入等

１ 地方大学の振興→地域の人材への投資を通じた地域の生産性向上
２ 東京の大学の新増設の抑制・地方移転→東京の一極集中の是正

○今後18歳人口が大幅に減少する中、東京23区
の大学は、定員増を認めないことを原則とする。

○総定員の範囲内で対応するのであれば、既存
の学部等の改廃等により、社会のニーズに応じ
た新たな学部・学科の新設は認められる（スク
ラップ・アンド・ビルドの徹底）。

○具体的な制度等について年内に成案を得る。
また、本年度から、直ちに、こうした趣旨を踏
まえた対応を行う。

◆富山県
産学官コンソーシアムを組成し、
バイオ医薬品等の研究開発
◆北九州市
理工系の国公私立大学が同一
キャンパスに集積し、介護ロボット
等の共同研究を実施 富山県薬事研究所

取組事例

地方創生に資する大学改革
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	4.学校法人運営の適正化について
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